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企画調整グループ

１　知的障がいのある生徒の教育環境整備事業に関する事務

　　知的障がいのある生徒の高等学校での教育の充実を図るため、平成17年８月の大阪府学校教育審議会答申を踏まえ、府立高等学校９校に知的障がい生徒自立支援コースを設置し、自立支援推進校とするとともに、府立たまがわ高等支援学校の共生推進教室を府立枚岡樟風高等学校に設置し、共生推進校とした。

その後、平成22年度に、府立千里青雲高等学校、府立芦間高等学校、府立久米田高等学校に共生推進教室を設置し、平成25年度には、府立とりかい高等支援学校の共生推進教室を府立北摂つばさ高等学校に設置するとともに、府立千里青雲高等学校の共生推進教室の本校を、府立たまがわ高等支援学校から府立とりかい高等支援学校に変更した。

　　平成26年度には、府立すながわ高等支援学校の共生推進教室を府立信太高等学校に設置するとともに、府立久米田高等学校の共生推進教室の本校を、府立たまがわ高等支援学校から府立すながわ高等支援学校とした。さらに、平成27年度には、府立むらの高等支援学校の共生推進教室を府立緑風冠高等学校に設置し、府立芦間高等学校の共生推進教室の本校を府立たまがわ高等支援学校から府立むらの高等支援学校に変更するとともに、府立たまがわ高等支援学校の共生推進教室を府立金剛高校に設置した。これにより共生推進校を８校とし、大阪府教育振興基本計画（平成25年３月策定）に示した計画通り、取組みを行った。

　　平成29年３月に公表した自立支援推進校と共生推進校での取組みの成果等を踏まえ、平成30年度入学者選抜において府立高校３校の知的障がい生徒自立支援コースの募集人員を増やした。
　　平成30年８月に大阪府立高等学校における知的障がいのある生徒の教育環境整備方針を改定し、令和2年度より、府立なにわ高等支援学校の共生推進教室を府立東住吉高校及び府立今宮高等学校に設置予定とした。

　　また、自立支援推進校及び共生推進校において、知的障がいのある生徒が円滑に学校生活を送ることができるよう、コーディネーター等を配置した。

　　

令和元年度の自立支援推進校・共生推進校の設置状況

· 自立支援推進校
　　　府立阿武野高等学校（普通科）、府立枚方なぎさ高等学校（普通科総合選択制）

府立八尾翠翔高等学校（普通科）、府立園芸高等学校（専門学科）

府立柴島高等学校（総合学科）、府立西成高等学校（総合学科（エンパワメントスクール））

府立松原高等学校（総合学科）、府立堺東高等学校（総合学科）

府立貝塚高等学校（総合学科）

· 共生推進校

〔本校：府立たまがわ高等支援学校〕

　　　　　府立金剛高等学校（普通科）、府立枚岡樟風高等学校（総合学科）

　　　　〔本校：府立とりかい高等支援学校〕

　　　　　府立北摂つばさ高等学校（普通科）、府立千里青雲高等学校（総合学科）

　　　　〔本校：府立すながわ高等支援学校〕　

　　　　　府立信太高等学校（普通科）、府立久米田高等学校（普通科）

　　　　〔本校：府立むらの高等支援学校〕

　　　　　府立緑風冠高等学校（普通科）、府立芦間高等学校（総合学科）
＊令和２年度より設置

〔本校：府立なにわ高等支援学校〕

　府立東住吉高等学校（普通科・芸能文化科）、府立今宮高等学校（総合学科）

２　特別支援教育就学奨励費に関する事務
支援学校（府立44校2分校、市立3校1分校）に就学する児童・生徒の保護者に対し、経済的負担能力に応じ、就学に必要な経費を国より1／2の補助を受け支給した。

                                              決　算　額  R1　　 ７７３,９７７千円
 H30　　７８５,２１４千円
H29　　７７０,７０５千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	支弁段階
	支　弁　段　階
	支給人員
	支　給　額

	Ⅰ

（全額支給）
	世帯収入額
世帯需要額
	6,561人
	666,617,918円

	Ⅱ

（一部1/2支給）
	世帯収入額
世帯需要額
	1,636人
	96,513,862円

	Ⅲ

（一部支給なし）
	世帯収入額
世帯需要額
	1,043人
	10,844,279円　

	計
	
	9,240人
	773,976,059円


· 根拠法令

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特別支援学校への就学奨励に関する法律

３　支援学校幼児・児童・生徒の通学に関する事務
　　支援学校への通学対策として通学バスを配置し、安全快適な運行に努めるとともに、運行委託契約を締結し、関係会社に委託料を支払った。

	直営
	大　　　　型
	2
	  3

	
	中　　　　型
	1
	

	　委託
	大　　　　型
	27
	306

	
	大型スロープ
	44
	

	
	中型スロープ
	49
	

	
	中　　　　型
	146
	

	
	小　　　　型
	40
	

	合　　　計
	309


　　○　令和元年度　運行台数　　　　　　　○　運行委託契約

　　　　　　契約会社数　　　　　　　　　　６社

決　算　額　R1   ２,３１１,５４１千円
H30　２,５０５,８００千円

H29　２,６２４,９６４千円

　　　　　　　

４　特別支援学級関係の国庫補助事業に関する事務
　　国の事務委任に基づき、関係市町村に対し補助金を交付するとともに、その適正な執行に努めるよう指導した。

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	特別支援教育就学奨励費補助金
	32市7町1村
	32市7町1村
	32市6 町1村

	
	234,596 千円
	208,027千円
	179,306千円


５　高等学校通級指導整備事業に関する事務
発達障がい等のある生徒に対し、学習上又は生活上の困難の改善・克服を目的とした指導を実施する通級指導教室を、府立高等学校４校に設置した。
　○通級指導教室設置校
　府立柴島高等学校（総合学科）、府立松原高等学校（総合学科）

６　発達障害に関する教職員等の理解啓発・専門性向上事業（発達障害に関する通級による指導担当教員等専門性充実事業）に関する事務（国庫100％負担）
通級指導担当教員をはじめ、すべての教職員の支援教育に関する専門性を、より一層向上させるために、生徒一人ひとりの障がいの状況に応じた多様な指導プランに基づく指導方法の研究を行った。
決　算　額 　 　２,５２２千円
７　府立支援学校における知的障がい児童生徒の増加への対応に関する事務
　　府立支援学校における知的障がい児童生徒の増加に対応するため、元西淀川高校を活用し、新たな知的障がい支援学校を整備すべく、令和２年度から事業に着手することとした。（想定開校時期：令和５年４月）

学事・教務グループ

１　学級編制に関する事務

　　公立支援学校の学級編制について、指導助言を行った。

	総児童生徒数
	総学級数
	内　　　　　　　　　訳

	
	
	一般学級
	重複学級
	訪問学級

	9,498（＋120）
	2,344（＋15）
	1,263（＋34）
	1,017　(-14）
	64（-5）


２　障がいのある児童・生徒の就学指導に関する事務

　　支援教育課に就学指導員を3人配置するとともに、市町村教育委員会支援教育担当指導主事等を対象に障がい児就学事務研究協議会を開催し、適正な就学が行われるよう指導した。

３　府立支援学校のICT機器等の整備・運用・管理及び活用に関する事務

　府立支援学校における情報教育の推進や障がいのある児童・生徒の情報活用能力の育成を一層図るため、ICT機器、LAN教室、学校情報ネットワーク、聴覚支援学校文字情報システム等の整備や運用・管理を行っており、リース期間満了となるICT機器等の更新を図った。

また、府立支援学校ICT研究協議会を開催するとともに、ICT機器とりわけiPadを有効活用した教育の推進を図るため、各学校におけるICT活用事例等の情報交換会や講習会等を実施した。
決　算　額 R1　２０６,６６４千円
H30  ２０４,１５９千円
H29  ２５５,８９６千円

４　教育課程改善事業に関する事務

　　府立支援学校2校をモデル校として、早期からの職業教育・キャリア教育を基盤とした教育課程の再編を行うため、授業改善アドバイザーを配置し、各学部の教科・領域による系統的な指導・支援の充実を図った。

教育課程改善にかかる研修会の実施及び教育課程改善事業連絡会を２回実施した。
決　算　額　　３,４２１千円
５　外国語（英語）講師派遣事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　府立支援学校児童・生徒に対し、言語や文化に対する理解を深め、他者を尊重することや、他者への配慮をしながら外国語でコミュニケーションを図ろうとする態度を育成するため、府立支援学校に対し外国語（英語）講師の派遣を行った。
児童・生徒の外国語を学ぶ意欲醸成、異文化理解の深化、外国語による簡単なコミュニケ－ション力の向上等の成果が得られた。

決　算　額　　９，２３２千円

生徒支援グループ

１　教育内容の充実に関する事務

　　府立支援学校の教育内容の充実について指導助言等を行うとともに、生徒の社会的・職業的自立を支援する教育活動を充実するための研修を行った。

　　また、福祉医療関係の専門性のある人材や社会人を特別非常勤講師等として配置し、教育内容の充実を図った。

２　障がいのある幼児児童生徒への支援に関する事務
支援教育推進にあたって、府立支援学校44校1分校のリーディングスタッフの資質向上や地域ブロック体制の充実を図るため、実践協議会を年３回開催し、研修及び情報交換を行った。

また、地域の幼稚園、保育園、認定こども園、小・中学校、高等学校、私立高校への訪問相談等のリーディングスタッフとしての活動を確保するため、府立支援学校44校1分校に非常勤講師を配置した。

市町村教育委員会等と連携を図り、地域の小・中学校等からの要請に応じて、地域支援リーディングスタッフを相談員等として活用した。
３　支援教育に係る講習会・研修会に関する事務

(1) 府内の支援学校及び小・中学校、高等学校の教員の資質向上を図るため、教育職員免許法に基づく、特別支援学校教諭免許の認定講習を行った。

令和元年度認定講習単位習得者数
	科目

校種別
	特別支援教育領域に

関する科目（講座数：7）

	支援学校
	790　

	小･中学校
	991

	高等学校
	27

	計
	1,808


決　算　額　　２，３８８千円 

(2) 府立支援学校教員の免許保有率向上を図るため、国事業を活用して第２認定講習を行った。

（特別支援教育領域に関する科目 講座数：3　単位修得者数：527人）

特別支援教育に関する教職員等の資質向上事業 
決　算　額　　　５５２千円
４　安全対策事業に関する事務
　　医師の指示により、看護師の付添いがあれば参加が可能となる児童生徒の宿泊行事等の実施にあたり、看護師の付添いに要する経費を措置した。

５　医療的ケア実施体制整備事業に関する事務

社会福祉士及び介護福祉士法の一部改正に伴い、平成24年度から登録特定行為事業者（支援学校）において、一定の研修を受けた認定特定行為業務従事者（教員等）が特定の幼児児童生徒に対して特定行為（咽頭より手前の口鼻腔内喀痰吸引・気管カニューレ内喀痰吸引、胃ろう・腸ろうを含む経管栄養）を実施することが可能となった。府立支援学校において、医療的ケアを要する児童生徒が安心して学校生活を送ることができるよう、医療的ケアに関する法定研修を含めた研修会を実施し、教員や学校看護師の指導技術等の向上を図るとともに、医療的ケアに関する関係機関等と連携し、課題等の検討を行った。

６　高度医療サポート看護師配置事業に関する事務

　　高度な医療的ケアを必要とする幼児児童生徒が在籍する学校に、専門的知識と技術のある学校看護師を４校に各1名を配置し、他の支援学校に対しても指導・助言を行うなど、医療的ケアの充実を図った。
決　算　額 R1　 １０,９９３千円
H30　１１,１７４千円

H29  　７,２８６千円

７　医療的ケア実施体制構築事業に関する事務

医療と連携し、重点校４校において医師による学校巡回訪問や宿泊行事への同行など、人工呼吸器の管理等、高度な医療的ケアが必要な幼児児童生徒が学校等で安全安心に学習できる環境を構築した。

決　算　額　　２,１５９千円

８　医療的ケア通学支援事業に関する事務
　　医療的ケアが必要なために通学バスを利用できない児童生徒の学習機会の保障と保護者負担の軽減を図るために、介護タクシー等に看護師が同乗し、登下校時の車内における医療的ケアを実施し、校内における医療的ケアに対応する看護師を配置した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　６，５１５千円

支援学級グループ

１　支援学級に関する事務
　　府内の公立小・中学校に設置する支援学級に関し、指導助言等を行った。

(1) 令和元年度支援学級設置数　（政令市を除く）

	
	弱　視
	難　聴
	知　的
	肢　体
	病　弱
	自閉・情緒
	言　語
	計

	小学校
義務（前期）を含む
	30
	61
	1,129
	241
	262
	1,405
	0
	3,128

	中学校
義務（前期）を含む
	11
	29
	454
	109
	93
	476
	0
	1,172

	　 計
	41
	90
	1,583
	350
	355
	1,881
	0
	4,300


(2) 令和元年度通級指導教室設置数 （政令市を除く）

	
	言語障がい
	難　　聴
	情緒障がい
	発達障がい
	計

	小　学　校

義務（前期）を含む
	14
	1
	1
	185
	201

	中　学　校
	0
	0
	1
	69
	70

	計
	14
	1
	2
	254
	271


２　支援教育に係る講習会・研修会に関する事務
市町村教育委員会の支援教育担当指導主事の資質向上を図るため、支援教育担当新任指導主事研究協議会及び支援教育担当指導主事会を行った。

	
	新任指導主事研究協議会
	指導主事会
	計

	日数・実施日
	3回  5/24 ，6/6，6 /24
	5回 　5/9，6/21，8 /30，11/15，2/27
	8回

	延べ参加者数
	72人
	222人
	294人


３　市町村医療的ケア体制整備事業に関する事務

医療的ケアを必要とする児童生徒に対し、地域の小・中学校への就学を促進するため、看護師を配置する市町村に補助金を交付した。

	
	R元年度
	30年度
	29年度

	実施市町村数
	31市町
	29市町
	28市町

	交付決定額
	34,687千円
	49,895千円
	58,032千円

	交付額
	29,267千円
	43,739千円
	51,570千円


４　市町村医療的ケア等実施体制サポート事業に関する事務
(1) 学校看護師人材確保
小中学校に勤務する学校看護師を対象に医療講習会を実施。（７月、８月：参加者数89名）

学校看護師の魅力の普及や啓発のため、教職員・求職中の看護師を対象に実践報告会を開催。
（12月：参加者数193名）
市町村による安全・安心な医療的ケア実施体制構築を支援するため医師等の専門家を
　　小・中学校へ派遣 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（年４回４校へ派遣）決　算　額　　　　１，５２６千円

(2) 体制整備推進事業
医療的ケアを必要とする児童生徒の転入学や新たな障がい種別の支援学級新設に伴い、施設整備等を行った市町村に初期費用の一部を補助した。
決　算　額　　　　１，９２０千円

５　発達障害に関する教職員等の理解啓発・専門性向上事業（発達障害に関する通級による指導担当教員等専門性充実事業）に関する事務（国庫100％負担）【再掲】
通級指導担当教員をはじめ、すべての教職員の支援教育に関する専門性を、より一層向上させるために、生徒一人ひとりの障がいの状況に応じた多様な指導プランに基づく指導方法の研究を行った。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　　　　２，５２２千円
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